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１．企１．企１．企１．企    業業業業    集集集集    団団団団    のののの    状状状状    況況況況
ＤＮＰグループは、当社及び子会社１１５社、関連会社９社で構成され、印刷事業及び清涼飲料事業

において情報コミュニケーション、生活・産業、エレクトロニクス、清涼飲料に関連する事業活動を

行っております。

ＤＮＰグループの事業に係る位置づけ等は、次のとおりです。

【印刷事業】

  ≪情報コミュニケーション部門≫

教科書、一般書籍、週刊・月刊・季刊等の雑誌類、広告宣伝物、有価証券類、事務用帳票類、カー

ド類、事務用機器及びシステム等の製造・販売、店舗及び広告宣伝媒体の企画、設計、施工、監理など

　 ［主な関係会社］

(製　　　　　造)    ㈱ＤＮＰアート、㈱ＤＮＰエス・ピー・テック、㈱ＤＮＰオフセット、㈱

ＤＮＰグラフィカ、㈱ＤＮＰ製本、㈱ＤＮＰテクタス市谷、㈱ＤＮＰテク

タスＢＦ、㈱ＤＮＰデータテクノ、㈱ＤＮＰデータテクノ関西、㈱ＤＮＰ

デジタルコム、㈱ＤＮＰトータルプロセス市谷、㈱ＤＮＰトータルプロセ

ス長岡、㈱ＤＮＰトータルプロセスＢＦ、㈱ＤＮＰトータルプロセス前橋、

㈱ＤＮＰ物流システム市谷、㈱ＤＮＰ物流システム商印、㈱ＤＮＰメデ

ィアクリエイト、㈱ＤＮＰメディアクリエイト関西、㈱ＤＮＰユニプロセ

ス、㈱マルチプリント、㈱和幸社

(製  造・販  売)    Tien Wah Press (Pte.) Ltd.

(販売・サービス)    大日本開発㈱、㈱ダイレック、マイポイント・ドット・コム㈱

　　　　　　　　　  ※ 教育出版㈱

  ≪生活・産業部門≫

容器及び包装資材、包装用機器及びシステム、建築内外装資材、産業資材等の製造・販売

　 ［主な関係会社］

(製　　　　　造)     ㈱ＤＮＰアイ・エム・エス、㈱ＤＮＰエリオ、㈱ＤＮＰカップテクノ、㈱

ＤＮＰ建材、㈱ＤＮＰ産業資材、㈱ＤＮＰテクノパック、㈱ＤＮＰテクノ

パック関西、㈱ＤＮＰテクノパック横浜、㈱ＤＮＰテクノパック東海、㈱

ＤＮＰテクノポリマー、相模容器㈱

(製  造・販  売)     ㈱ＤＮＰテクノフィルム、㈱ＤＮＰ包装、㈱アセプティック・システム、

PT DNP Indonesia、DNP IMS America Corporation、Pixel Magic Imaging,

Inc.

※ パナソニックバッテリーエレクトロード㈱
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  ≪エレクトロニクス部門≫

電子精密部品等の製造・販売

   ［主な関係会社］

(製　　　　　造)    ㈱ＤＮＰファインエレクトロニクス、㈱ＤＮＰプレシジョンデバイス、㈱

ＤＮＰエル・エス・アイ・デザイン、㈱ＤＮＰミクロテクニカ

(製  造・販  売)    アドバンスト・カラーテック㈱、ディー・ティー・ファインエレクトロニ

クス㈱、DNP Taiwan Co.,Ltd.、DNP Display Technology Taiwan Co.,Ltd.、

DNP Electronics America, LLC、DNP Denmark A/S、DNP Photomask Europe

S.p.A.

　　　　　　　　　　※ ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱

  ＜その他、複数の事業を行う関係会社＞

(製  造・販  売)     ㈱ＤＮＰ北海道、㈱ＤＮＰ東北、㈱ＤＮＰ東海、㈱ＤＮＰ四国、㈱ＤＮＰ

九州、ザ・インクテック㈱、㈱ディー・エヌ・ケー

(販売・サービス)     大日本商事㈱、㈱ＤＮＰロジスティクス、㈱ＤＮＰアカウンティングサー

ビス、㈱ＤＮＰファシリティサービス、DNP Corporation USA、DNP America,

LLC、DNP Holding USA Corporation

【清涼飲料事業】

  ≪清涼飲料部門≫

　　清涼飲料部門として、北海道コカ・コーラボトリング㈱を中心としてコーラ、ジュース類を製造・

販売しております。

　　なお、北海道コカ・コーラボトリング㈱は、東京証券取引所、札幌証券取引所に上場しております。

　（注）※ 持分法適用関連会社
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　　　　　　　　　　　  顧　　客

㈱ ＤＮＰアート☆
㈱ ＤＮＰエス･ピー･テック☆
㈱ ＤＮＰオフセット☆
㈱ ＤＮＰグラフィカ☆
㈱ ＤＮＰ製本☆
㈱ ＤＮＰテクタス市谷☆
㈱ ＤＮＰテクタスＢＦ☆
㈱ ＤＮＰデータテクノ☆
㈱ ＤＮＰデータテクノ関西
㈱ ＤＮＰデジタルコム☆
㈱ ＤＮＰトータルプロセス市谷☆
㈱ ＤＮＰトータルプロセス長岡☆
㈱ ＤＮＰトータルプロセスＢＦ☆
㈱ ＤＮＰトータルプロセス前橋☆
㈱ ＤＮＰ物流システム市谷☆
㈱ ＤＮＰ物流システム商印☆
㈱ ＤＮＰメディアクリエイト☆
㈱ ＤＮＰメディアクリエイト関西☆
㈱ ＤＮＰユニプロセス☆
㈱マルチプリント
㈱和幸社

【事 業 系 統 図】

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。

【清涼飲料部門】

（注）　※　：持分法適用関連会社
　　　  ☆　：平成 16 年 10 月 1 日より、会社名の表記を「ＤＮＰ」に統一する社名変更を行ないました。
　　　　　　：製品・材料・サービスの流れ

【生活・産業部門】【情報ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ部門】 【ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ部門】

 印 刷 事 業
清涼
飲料
事業

（製造）

北
海
道
コ
カ
・
コ
ー
ラ
ボ
ト
リ
ン
グ
㈱

（
製
造
・
販
売
）

PT DNP Indonesia
DNP IMS America Corp．
Pixel Magic Imaging,Inc.

（製造・販売）

Tien Wah Press(Pte.)Ltd.

（製造・販売）

DNP Taiwan Co.,Ltd.
DNP Display Technology Taiwan Co.,Ltd.
DNP Electronics America,LLC
DNP Denmark A/S
DNP Photomask Europe S.p.A.

（製造・販売）

　　大　日　本　印　刷　㈱大　日　本　印　刷　㈱大　日　本　印　刷　㈱大　日　本　印　刷　㈱

㈱ ＤＮＰ北海道　 　　　 ㈱ ＤＮＰ東北
㈱ ＤＮＰ東海☆ 　　　     ㈱ ＤＮＰ四国☆
㈱ ＤＮＰ九州☆

㈱ ＤＮＰファインエレクトロニクス  ☆
㈱ ＤＮＰプレシジョンデバイス ☆
㈱ ＤＮＰエル・エス・アイ・デザイン☆
㈱ ＤＮＰミクロテクニカ ☆

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ｶﾗｰﾃｯｸ㈱
ﾃﾞｨｰ･ﾃｨｰ･ﾌｧｲﾝｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ ㈱
ﾃﾞｨｰ･ｴｰ･ﾋﾟｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ ㈱  ※

㈱ ＤＮＰテクノフィルム☆
㈱ ＤＮＰ包装☆
㈱ｱｾﾌﾟﾃｨｯｸ･ｼｽﾃﾑ
ﾊ゚ ﾅｿﾆｯｸﾊ゙ ｯﾃﾘー ｴﾚｸﾄﾛー ﾄ゙ ㈱ ※

大日本開発㈱
㈱ダイレック
ﾏｲﾎ ｲ゚ﾝﾄ･ﾄ゙ ｯﾄ・ｺﾑ ㈱
教育出版㈱※

（販売・サービス提供） （製造・販売）
（製造・販売）

（製造・販売）

ザ・インクテック ㈱　　　　　　　　　　　　㈱ ディー・エヌ・ケー　　　　　 　　　　　　　　　　　　      　　 （製造・販売）
大日本商事㈱  　　　　                      　　　  ㈱ ＤＮＰロジスティクス ☆ 　㈱ ＤＮＰアカウンティングサービス ☆　　　㈱ ＤＮＰﾌｧｼﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ☆
ＤＮＰ Corporation ＵＳＡ　  　　ＤＮＰ America,LLC　   　        ＤＮＰ Holding USA Corp.

  （販売・サービス提供等）

（製造）

㈱ ＤＮＰアイ・エム・エス☆
㈱ ＤＮＰエリオ☆
㈱ ＤＮＰカップテクノ☆
㈱ ＤＮＰ建材☆
㈱ ＤＮＰ産業資材☆
㈱ ＤＮＰテクノパック☆
㈱ ＤＮＰテクノパック関西☆
㈱ ＤＮＰテクノパック横浜☆
㈱ ＤＮＰテクノパック東海
㈱ ＤＮＰテクノポリマー☆
相模容器㈱

（製造）
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２．２．２．２．経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針                        

（１）会社の経営の基本方針

　　　ＤＮＰグループは、「２１世紀ビジョン」に経営理念として「２１世紀の知的に活性化された豊かで

創発的な社会に貢献する」ことを掲げています。

　創発とは、個々が刺激し合うことによって新しい価値を生み出し、それが全体に作用して、さらに

個々を高めていくという状態を意味します。このような「創発的な社会」では、多様な価値観を持っ

た人々が、相互に刺激し合い、新しい価値を創り出していくと考えられます。

　この経営理念を実現するため策定した「事業ビジョン」において、ＤＮＰグループは創業以来培っ

てきた印刷技術（Printing　Technology＝Ｐ）と、１９７０年代前半から取り組み蓄積してきた情報

技術（Information  Technology＝Ｉ）を融合させ、独自のソリューションを顧客に提供していくと

いう事業の方向性を定めました。そのコンセプトワーズは、印刷技術のＰと情報技術のＩを組み合わ

せた「Ｐ＆ＩソリューションＤＮＰ」です。

　ＤＮＰグループは、顧客と生活者の課題を解決するところに利益の源泉があるとの認識をもって、

Ｐ＆Ｉソリューションを推進しています。

　また、２１世紀にふさわしい創発的な企業として、株主の皆様や顧客、生活者、社員などさまざま

なステークホルダーから高い信頼を得られるよう企業文化の変革を進めていきます。

　さらに、企業の社会的責任（ＣＳＲ：Corporate  Social  Responsibility）を果たすことを経営の

重要課題の一つとして捉え、法令や企業倫理の遵守はもとより、地球環境との共存、人間尊重、社会

との調和など誠実な企業活動に努めてきました。昨年１０月には新たにＣＳＲ委員会とＣＳＲ推進室

を設け体制を強化しました。

　本年２月には、こうした活動が評価され産経新聞社と経営コンサルティングのＫＦｉが主催する第

３回「誠実な企業賞」の大賞を受賞しました。

（２）会社の利益配分に関する基本方針

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と位置付けています。利益の配分については、

株主の皆様へ安定配当を行うことを基本とし、業績と配当性向を勘案して実行していきます。また、

将来の事業展開に備えて、内部留保による財務体質の充実に努め、経営基盤の強化を図ります。

　内部留保金については、財務体質の強化とあわせて、今後の新製品・新技術の研究開発にかかわる

投資及び新規事業展開を図るための設備投資などへの必要資金、また、市場動向に応じた機動的な自

己株式の取得にかかわる資金等に充当いたします。これらは将来にわたる会社の体質強化と利益の向

上に寄与し、株主の皆様への利益の還元に貢献するものと考えています。

　この方針に基づき、当期の期末配当金については、１株につき３円増配し、１３円５０銭とさせて

いただく予定です。中間配当金として、１０円５０銭をお支払いしていますので、当期の年間配当金

は、１株につき２４円となります。

　この結果、当期の配当性向は６０．４％となります。

　次期は、中間配当金１２円、期末配当金１２円とさせていただく予定ですので、年間配当金は２４

円となります。
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（３）投資単位の引き下げに関する考え方及び方針

　当社は、株式投資単位の引き下げが、個人投資家の株式保有を促進する有効な施策であり、資本政

策上の重要課題であると考えています。

　その実施については、投資家に対するＩＲ活動の一層の充実を図るとともに、株式市場の動向や投

資単位の趨勢などを総合的に判断して検討していきます。

（４）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

　ＤＮＰグループは、「２１世紀ビジョン」に基づき、中長期の安定的な成長を実現するため、引き続

き事業構造改革とコスト構造改革を推進していきます。

　事業構造改革については、Ｐ＆Ｉソリューションを基本として、印刷技術と情報技術を融合し、Ｄ

ＮＰグループの総合力とコーディネート機能を生かして、顧客に製品とサービスを組み合わせて提供

することによって、顧客の課題を解決していきます。さらに、印刷ビジネスのノウハウを活用して、

顧客に新しいビジネスモデルやシステムを提案していきます。

　既存事業は、その成長性と収益性の観点から思い切って見直し、戦略分野へ経営資源の重点配分を

行うことで、コアとなる強みのある製品やサービスを提供していきます。

　また、迅速に顧客ニーズに対応し、既存の製品やサービスを超える高機能な製品やサービスを継続

的に生み出し、新たな付加価値の創出に努めていきます。昨年１０月に北海道、東北地区において市

場・顧客ニーズへの対応と地域の特性に合った製品・サービスを迅速かつ円滑に提供できるよう、新

会社２社を設立し、製販一体となった体制への再編を行いました。

　新規事業は、情報セキュリティやＩＣタグ、バイオ、エネルギーなどの分野を中心に先端的で独自

性のある技術や製品の開発を強力に推進し、事業化のスピードアップを図っていきます。

　このような事業構造改革を促進するため、国内、海外を問わず強みを持った企業とのアライアンス

やＭ＆Ａなどにも積極的に取り組んでいきます。

　次にコスト構造改革については、常に改善に取り組み、それを維持、継続していく強い体質を持っ

た製造体制の確立を目指しています。平成１４年４月より取り組んできた「モノづくり２１活動」も

３年を経過し、体質強化に着実な成果を挙げてきました。今後も引き続きこの活動を通して目的意識

の共有と浸透、基盤技術の強化、一貫生産、計画的なメンテナンスの実施などを徹底して、品質向上

とコスト競争力の強化を実現していきます。

　この他、省エネルギーや産業廃棄物削減など環境保全活動に積極的に取り組むとともに、製品設計

の段階から流通や廃棄における環境効率を重視した環境配慮製品の開発に努めています。

　当期においても、地球温暖化防止および持続可能な循環型社会の構築に貢献するため、産業廃棄物

や有害物質の削減などを「ＤＮＰグループ環境目標」に掲げ、着実に実行しました。なかでも、揮発

性有機化合物についてはその排出量の大幅削減を達成し大きな成果を挙げることができました。こう

した活動は、「ＤＮＰグループサステナビリティ報告書」に詳細を記載し、ご報告しています。

　こうした取り組みが評価され、本年２月にはフジサンケイグループが主催する第１４回「地球環境

大賞」において環境大臣賞を受賞しました。
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（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の状況

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は創発的な企業として社会的責任（ＣＳＲ）を果たし、株主の皆様や顧客、生活者、社員など

さまざまなステークホルダーから信頼されることが、今後の事業競争力の向上に不可欠であると認識

しています。そのためには、コーポレート・ガバナンスの充実は、経営上の重要課題であると考えて

います。的確な経営の意思決定、それに基づく迅速な業務執行、並びに適正な監督・監視を可能とす

る経営体制を構築するとともに、個々人のコンプライアンス意識を高めるため研修・教育を徹底し、

総合的にコーポレート・ガバナンスの充実が図れるよう努めております。

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

　■　会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況

　①会社の機関の内容

　当社は、監査役制度を採用しています。当社は事業環境の変化に迅速に対応できるよう事業部制を

採用しており、それぞれの事業分野に関する専門的知識や経験を備えた取締役が経営の意思決定に参

加し、責任と権限を持って職務を執行するとともに、他の取締役の職務執行の監督を行うことのでき

る体制をとることで、経営の質を高めていきたいと考えます。

　取締役会は、社外取締役１名を含む３５名で構成されており、原則として月１回開催されています。

　監査役会は、社外監査役２名を含む４名で構成されており、各監査役は、本社、事業部及び子会社

に対する監査の分担など、密接に連携してその職務を遂行しています。

　②内部統制システム並びに監査の状況

　当社は、業務監査委員会と監査部及び本社各部による内部監査体制と、監査役及び会計監査人によ

る監査体制をとっています。

　取締役３名により構成される業務監査委員会（平成１５年に新設）は、適正な内部監査が実施され

るよう「内部監査規程」に則り、監査部が実施する監査の事前計画及び監査結果につき審議・承認を

行います。

　監査部は、業務監査委員会の承認を受けた年次監査計画書に基づき、業務執行部門から独立した客

観的な視点で、ＤＮＰグループの会計監査、業務監査を行い、問題点の指摘、改善案の提案・フォロ

ーを実施します。

　また、企業倫理行動委員会をはじめとする本社各部は、その担当領域について、定期的に内部監査

を行っています。

　監査役は、監査部と定期的に情報交換を行うとともに、会計監査人からは期初に監査計画の説明を

受け、期中に適宜監査状況を聴取し、期末に監査結果の報告を受けるなど、緊密な連携を図っていま

す。
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　業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び上場会社に係る継続監査年数、監査業務

に係る補助者の構成については、以下のとおりです。

　　　・業務を執行した公認会計士の氏名（継続監査年数）

　　　　　代表社員　業務執行社員：　伊藤 刕弘（18年）、鈴木 康二（9年）、笹山 淳（3年）

・所属する監査法人

　　　　　明治監査法人

・会計監査業務に係る補助者数

　　　　　公認会計士他　１８名

　③リスク管理体制の整備の状況

　当社は、発生が予想される各種リスクに対して、それぞれ環境委員会、製品安全委員会、情報セキ

ュリティ委員会、中央防災会議、海外安全推進室等の推進委員会を設け、それらの部署を中心として

リスクに対する予防対策と発生時対策に取り組んでいます。

　④その他のコーポレート・ガバナンスに関する実施状況

　ＤＮＰグループは、「ＤＮＰグループ行動憲章」（平成４年に制定、平成１４年に改訂）及び「ＤＮ

Ｐグループ社員行動規準」（平成５年に制定、平成１０年に改訂）において、社員がとるべき行動の規

範と具体的な行動の指針を定め、法令遵守や公平公正な企業活動を行うことを徹底しています。その

推進組織として、グループ全組織に企業倫理行動委員会を設置しているほか、毎年集合研修やイント

ラネットを活用した研修を実施し、一層の定着、浸透を図っています。さらに、平成１４年１０月に

は、社員の相談窓口として「オープンドア・ルーム」を開設し、コンプライアンス体制のさらなる充

実を図っています。

⑤前記①乃至④の内容を表した当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は、以下のとおりです。
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⑥当社の取締役及び監査役に対する報酬内容

定款又は株主総会決議
に基づく報酬

 　利益処分による
 　役員賞与

株主総会決議に基づく
退職慰労金

取 締 役 　　７６７百万円 　　 ２１０百万円 　　　４２百万円
監 査 役 　　　８１ 　　　 　－ 　　　　－
合　計 　　８４９ 　　 ２１０ 　　　４２

⑦当社の会計監査人である明治監査法人に対する報酬内容

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 　　　５６百万円
上記以外の業務に基づく報酬 　　　　－

合　　計 　　　５６
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　■　会社と会社の社外取締役及び社外監査役との利害関係の概要

　　社外取締役１名、社外監査役２名とも、当社と利害関係はありません。

　■　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

　平成１６年１０月に、ＣＳＲ活動に関してＤＮＰグループ会社を含めた横断的な取り組みを推進す

るために、ＣＳＲ委員会とＣＳＲ推進室を新設しました。ＣＳＲ委員会及びＣＳＲ推進室は、各種委

員会と連携し、社会動向を踏まえたＤＮＰグループにおけるＣＳＲ課題の抽出とその改善への取り組

みを進めています。

３．３．３．３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態経 営 成 績 及 び 財 政 状 態経 営 成 績 及 び 財 政 状 態経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

（１）当期の業績の概況

　当期のわが国経済は、企業収益に改善が見られ、民間設備投資や輸出も増加基調を維持するなど、

緩やかな回復が続きました。

　しかしながら、印刷業界においては、印刷需要の伸び悩みや原材料価格の値上がり、競争激化に伴

う受注単価の下落などの影響から、厳しい経営環境となりました。このような中、ＤＮＰグループは、

Ｐ＆Ｉソリューションを基本に、事業構造改革とコスト構造改革の２つの改革を強力に推進しました。

　その結果、当期の連結売上高は１兆４，２４９億円（前期比 5.2％増）、連結営業利益は１，２０５

億円（前期比 17.7％増）、連結経常利益は１，２０４億円（前期比 23.9％増）、連結当期純利益は

５９９億円（前期比 13.1％増）となりました。

　　　セグメント別の状況については、以下のとおりです。

　【印刷事業】

　　・情報コミュニケーション部門

書籍・定期刊行物関連は、出版市場の低迷が続く中、週刊誌・月刊誌などの定期刊行物、書籍とも

に減少しました。

商業印刷物関連では、顧客に対する積極的な販促支援活動が奏功し、チラシ、パンフレットなどが

増加しました。

ビジネスフォーム関連は、通帳類は不振でしたが、パーソナルメールなどのデータ入力・印刷・発

送業務を行うＩＰＳや、ＩＣカードは好調に推移しました。

その結果、部門全体の売上高は、６，４０６億円（前期比 1.7％増）、営業利益は、４９３億円（前

期比 13.0％増）となりました。
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　　・生活・産業部門

包装関連は、紙器は横ばいでしたが、ペットボトルの第一次成型品プリフォームが大幅に伸び、軟

包装材と紙カップも増加しました。

建材関連は、環境・健康に配慮した「サフマーレ」が増加し、全体では堅調に推移しました。

産業資材関連は、普通紙ファクシミリ用インクリボンは減少しましたが、カラープリンタ用インク

リボンが増加したほか、成長分野である各種光学フィルムについても大幅に増加しました。

その結果、部門全体の売上高は、４，４９９億円（前期比 5.6％増）、営業利益は、３６０億円（前

期比 11.0％増）となりました。

　　・エレクトロニクス部門

エレクトロニクス関連は、液晶カラーフィルターが、パソコンモニター向け、民生用テレビ向けと

も好調に推移し、シャドウマスクも民生用テレビ向けを中心に大幅に増加しました。

また、フォトマスクは、海外生産の増加もあり国内・海外向けともに好調に推移しました。

その結果、部門全体の売上高は、２，６９６億円（前期比 14.0％増）、営業利益は、３９６億円（前

期比 20.2％増）となりました。

　【清涼飲料事業】

　　・清涼飲料部門

各種キャンペーンなど積極的な販売促進活動を展開しましたが、北海道地域においては市場の伸び

悩みに加え、台風被害の影響などもありました。そうした中、中期経営計画「Rebirth 2006」に基

づき、人員体制の見直しと営業体制の販売チャネル別の再編、自販機オペレーション子会社の統合、

帯広工場の閉鎖などコスト競争力の強化に取り組み、収益体質の改善を図りました。

その結果、当部門の売上高は、７２９億円（前期比 4.7％増）、営業利益は、１６億円（前期は３

億円の損失）となりました。

当期の連結キャッシュ・フローについては、営業活動によって得られた資金は、税金等調整前当期

純利益が１，０７６億円、減価償却費８０４億円などもあり、１，７８３億円（前期は１，６１４億

円）となりました。投資活動に使用された資金は、有形固定資産の取得７３７億円、短期投資の増加

２９７億円、投資有価証券の取得２２４億円などにより、１，２６２億円（前期は９４７億円）とな

り、また、財務活動に使用された資金は、配当金の支払１６４億円、自己株式の取得による１８０億

円などもあり４０５億円（前期は２４２億円）となりました。この結果、当期末の現金及び現金同等

物は２，９３３億円と前期に比べ１３９億円の増加となりました。

　　　なお、ＤＮＰグループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。
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平成１３年３月期 平成１４年３月期 平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１７年３月期

株 主 資 本 比 率        　　　　（％） ６３．１ ６６．１ ６５．０ ６４．７ ６３．０

時価ベースの株主資本比率（％） ７６．５ ７５．３ ５８．０ ８２．５ ７８．２

債 務 償 還 年 数        　　　　（年） ０．６ ０．５ ０．３ ０．４ ０．４

インタレスト・カバレッジ・レシオ ７８．２ ９１．９ １６９．５ １３９．７ １４４．７

　　　（注）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

　　　　・株主資本比率 ： 株主資本 ／ 総資産

　　　　・時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額 ／ 総資産

　　　　　  　株式時価総額 ： 期末株価終値 × 期末発行済株式数（自己株式控除後）

　　　　・債務償還年数 ： 有利子負債 ／ 営業キャッシュ・フロー

　　　　　　　有利子負債      ： 連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支

　払っている全ての負債を対象としています。

　　　　　　　営業キャッシュ・フロー ： 連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

　シュ・フローを使用しています。

　　　　・インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー ／ 利払い

　　　　　　　営業キャッシュ・フロー ： 連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

　シュ・フローを使用しています。

　　　　　　　利払い ： 連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用し

　ています。

（２）次期の見通し

　今後の見通しについては、個人消費や世界経済、原油価格の動向など、依然として先行きは不透明

であり、予断を許さない状況が続くものと考えられます。印刷業界においても、既存市場の成長鈍化

に伴う競争の激化や、原材料価格の上昇などの影響が懸念され、厳しい経営環境が予想されます。

　このような中、ＤＮＰグループは２１世紀ビジョンの実現を目指して、「事業構造改革」と「コスト

構造改革」をさらに強力に推進し、業績の確保に努めていきます。

　　現段階では次期の連結売上高は１兆５，２００億円、連結経常利益は１，２６０億円、連結当期純

利益は６１５億円を見込んでいます。
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（３）事業等のリスク

　ＤＮＰグループの業績等は、今後起こりうるさまざまな要因により大きな影響を受ける可能性があ

り、ＤＮＰグループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、その影響を最小限にとどめるよ

う対応に努めていきます。

　ＤＮＰグループがリスクと判断した主な事項は、下記のとおりです。

①国内景気と消費動向

　ＤＮＰグループは、幅広い業種の非常に多くの顧客と取引を行っており、特定の顧客に偏らない事

業活動を展開しています。その市場は、主として日本国内を中心としており、海外売上高の割合は約

１６％となっています。したがって、日本国内の景気変動により、個人消費など内需が低迷した場合

には、受注量の減少や受注単価の下落などにより業績等に影響が生じる可能性があります。

②エレクトロニクス業界の市場変化

　エレクトロニクス部門は、高い収益性と成長性が見込まれ、今後も事業拡大を図っていく戦略部門

と位置付け、綿密な情報収集に基づく事業戦略の構築と市場競争力の高い付加価値製品の開発に注力

するなど安定的な収益の確保を目指しています。しかしながら、ディスプレイや半導体関連製品の市

場は、急激に変化する可能性もあり、ＤＮＰグループの扱う製品についての大幅な需要の変動や単価

の下落等が、当部門の業績に影響を与える可能性があります。

③原材料調達の変動

　原材料の調達については、国内及び海外の複数のメーカーから印刷用紙やフィルム材料などを購入

し、安定的な原材料の確保と最適な価格の維持に努めています。しかしながら、石油価格の高騰や中

国市場での急激な需要増加などにより、一時的に需給バランスが崩れる懸念もあります。そのような

場合には、当社の顧客との交渉を通じて対応していきますが、原材料調達がきわめて困難になった場

合や購入価格が著しく上昇した場合は、業績等に影響を与える可能性があります。

④新製品・新技術の開発

　ＤＮＰグループは、印刷技術を応用して顧客や市場のニーズに対応した新製品・新技術を開発し、

幅広い産業分野へ製品・サービスを供給しています。これらの開発においては、近年、技術革新のス

ピードもますます早まり、ニーズの多様化も急激に進んでいます。今後、開発競争はますます激化す

るものと思われ、予想を上回る商品サイクルの短期化や市場動向の変化によって、業績等が大きく変

動する可能性があります。

⑤為替の変動

　エレクトロニクス部門などを中心に海外顧客等との製品・サービスの取引が拡大しており、為替の

影響は、次第にその比重が増してくると予想されます。したがって、為替予約などにより相場の変動

リスクをヘッジしていますが、急激な為替変動があった場合には、業績等への影響が大きくなる可能

性があります。
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⑥法的規制等

　法令の遵守を基本として事業を進めていますが、製造物責任や環境・リサイクル関連、独占禁止法、

特許法、税制、輸出入関連などにおいて、国内、海外を問わずさまざまな法的規制等を受けており、

今後さらにその規制が強化されることも考えられます。そのような場合、事業活動に対する制約の拡

大やコストの増加も予想され、ＤＮＰグループの事業活動に影響を及ぼす可能性があります。

⑦情報システムとセキュリティ

　インターネットをはじめとするコンピュータネットワークや情報システムの果たす役割が高まり、

情報システムの構築やセキュリティ対策の確立は、事業活動を継続する上で、いまや不可欠となって

きています。これに対して、近年ソフト・ハードの不具合やコンピュータウィルス等による情報シス

テムの停止、顧客情報の漏えいなどさまざまなリスクの発生の可能性が高まってきています。ＤＮＰ

グループでは、セキュリティの高度化や社員教育を通じてシステムとデータの保守・管理には万全を

尽くしていますが、万一これらの事故が発生した場合には、事業活動に影響を及ぼす可能性がありま

す。

⑧災害の発生

　製造設備等の主要施設に関しては、防火、耐震対策などを実施するとともに、製造拠点の分散化を

図り、災害等によって生産活動の停止、あるいは製品供給に混乱をきたすことのないよう努めていま

す。また、各種保険によるリスク移転も図っています。しかしながら、大地震やテロなどの発生によ

り、生産活動の停止や社会インフラの大規模な損壊など予想を超える事故が発生した場合は、業績等

に大きな影響を及ぼす可能性があります。
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４．４．４．４．連 結 財 務 諸 表 等連 結 財 務 諸 表 等連 結 財 務 諸 表 等連 結 財 務 諸 表 等

比 較 連 結 貸 借 対 照 表比 較 連 結 貸 借 対 照 表比 較 連 結 貸 借 対 照 表比 較 連 結 貸 借 対 照 表                                                

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　目
当連結会計年度
(１７.３.３１現在)

前 連 結 会計年度
(１６.３.３１現在)

増　　　減

【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】

流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産 （　　　８３８，７３５（　　　８３８，７３５（　　　８３８，７３５（　　　８３８，７３５    ）））） （　　　７７１，９０２（　　　７７１，９０２（　　　７７１，９０２（　　　７７１，９０２    ）））） （　　　　６６，８３３（　　　　６６，８３３（　　　　６６，８３３（　　　　６６，８３３    ））））

現 金 及 び 預 金 ３２０，４７９ ２７７，３９８ ４３，０８１

受取手形及び売掛金 ４１３，５６５ ４００，１１２ １３，４５３

有 価 証 券 ６，８０３ ６，７０６ ９７

た な 卸 資 産 ７７，０４３ ６９，９９２ ７，０５１

繰 延 税 金 資 産 １３，１５８ １２，２６２ 　　８９６

そ の 他 の 流 動 資 産 １４，６１９ １０，２７８ 　　４，３４１

貸 倒 引 当 金 △　　６，９３５ △　　４，８４６ △　　２，０８９

固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産 （　　　７６１，３９３（　　　７６１，３９３（　　　７６１，３９３（　　　７６１，３９３    ）））） （　　　７４１，８３２（　　　７４１，８３２（　　　７４１，８３２（　　　７４１，８３２    ）））） （　　　　１９，５６１（　　　　１９，５６１（　　　　１９，５６１（　　　　１９，５６１    ））））

（（（（有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産                                ）））） （　　　５２８，００８（　　　５２８，００８（　　　５２８，００８（　　　５２８，００８    ）））） （　　　５１３，１７５（　　　５１３，１７５（　　　５１３，１７５（　　　５１３，１７５    ）））） （　　　　１４，８３３（　　　　１４，８３３（　　　　１４，８３３（　　　　１４，８３３    ））））

建 物 及 び 構 築 物 １７２，２４４ １７４，４９５ △　　２，２５１

機械装置及び運搬具 １８７，８０８ １９０，５２２ △　　２，７１４

土 地 １２０，５２６ １１７，０５０ 　　３，４７６

建 設 仮 勘 定 ２６，５１５ １０，６３６ １５，８７９

その他の有形固定資産 ２０，９１３ ２０，４７２ 　　４４１

（（（（無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産                                ）））） （　　　　２（　　　　２（　　　　２（　　　　２２，７２７２，７２７２，７２７２，７２７    ）））） （　　　　２４，８１０（　　　　２４，８１０（　　　　２４，８１０（　　　　２４，８１０    ）））） （　（　（　（　　　　　△△△△　　　　　２，０８３　２，０８３　２，０８３　２，０８３    ））））

ソ フ ト ウ ェ ア １５，３３１ １５，５７３ △　　　　２４２

その他の無形固定資産 ７，３９６ ９，２３７ 　△　　１，８４１

（投資その他の資産）（投資その他の資産）（投資その他の資産）（投資その他の資産） （　　　２１０，６５６（　　　２１０，６５６（　　　２１０，６５６（　　　２１０，６５６    ）））） （　　　２０３，８４７（　　　２０３，８４７（　　　２０３，８４７（　　　２０３，８４７    ）））） （　　　　　６，８０９（　　　　　６，８０９（　　　　　６，８０９（　　　　　６，８０９    ））））

投 資 有 価 証 券 １６１，５３８ １４８，５２７ １３，０１１

長 期 貸 付 金 ５，９３２ ８，５０６ △　　２，５７４

繰 延 税 金 資 産 １８，５０９ ２５，３８１ △　　６，８７２

その他の投資その他の資産 ３７，２８３ ３１，９６０ ５，３２３

貸 倒 引 当 金 △　１２，６０７ △　１０，５２７ 　△　　２，０８０

資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計                                １，６００，１２９１，６００，１２９１，６００，１２９１，６００，１２９ １，５１３，７３４１，５１３，７３４１，５１３，７３４１，５１３，７３４ 　８６，３９５　８６，３９５　８６，３９５　８６，３９５
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　目
当連結会計年度
(１７.３.３１現在)

前 連 結 会計年度
(１６.３.３１現在)

増　　　減

【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】

流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債                                （　　　４５０，９９４（　　　４５０，９９４（　　　４５０，９９４（　　　４５０，９９４    ）））） （　　　３９１，６９３（　　　３９１，６９３（　　　３９１，６９３（　　　３９１，６９３    ）））） （　　　　５９，３０１（　　　　５９，３０１（　　　　５９，３０１（　　　　５９，３０１    ））））

支払手形及び買掛金 ３０２，６６７ ２７８，３１５ 　２４，３５２

短 期 借 入 金 １２，４２４ ８，０３４ 　　４，３９０

一年内返済長期借入金 ４，０３０ ４，０３３ △　　　　　　３

未 払 法 人 税 等 ３１，０１８ ２０，９６４ 　１０，０５４

賞 与 引 当 金 １６，７０６ １４，８１６ 　　１，８９０

繰 延 税 金 負 債 －－－－ ６ △　　　　　　６

そ の 他 の 流 動 負 債 ８４，１４７ ６５，５２５ 　１８，６２２

固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債                                （　　　１１５，８０１（　　　１１５，８０１（　　　１１５，８０１（　　　１１５，８０１    ）））） （　　　１１９，２７７（　　　１１９，２７７（　　　１１９，２７７（　　　１１９，２７７    ）））） （　（　（　（　　　　　△△△△　　　　　３，４７６　３，４７６　３，４７６　３，４７６    ））））

社 債 ５０，０００ ５０，０００ －－－－

長 期 借 入 金 ６，３９９ ９，３４２ 　△　　２，９４３

繰 延 税 金 負 債 ３１７ ２７１ ４６

退 職 給 付 引 当 金 ５９，０６０ ５９，５７３ △　　　　５１３

そ の 他 の 固 定 負 債 ２４ ９１ △　　　　　６７

負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計                                ５６６，７９６５６６，７９６５６６，７９６５６６，７９６ ５１０，９７０５１０，９７０５１０，９７０５１０，９７０ 　５５，８２６　５５，８２６　５５，８２６　５５，８２６

【【【【少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分                                】】】】

少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分 ２５，３８９２５，３８９２５，３８９２５，３８９ ２４，０２８２４，０２８２４，０２８２４，０２８ １，３６１１，３６１１，３６１１，３６１

【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】

資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金 １１４，４６４１１４，４６４１１４，４６４１１４，４６４ １１４，４６４１１４，４６４１１４，４６４１１４，４６４ －－－－

資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金資 本 剰 余 金 １４４，９０５１４４，９０５１４４，９０５１４４，９０５ １４４，９０１１４４，９０１１４４，９０１１４４，９０１ ４４４４

利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金利 益 剰 余 金 ７７４，６５２７７４，６５２７７４，６５２７７４，６５２ ７４３，３９３７４３，３９３７４３，３９３７４３，３９３ ３１，２５９３１，２５９３１，２５９３１，２５９

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 ３０，４４１３０，４４１３０，４４１３０，４４１ ２７，２７３２７，２７３２７，２７３２７，２７３ ３，１６８３，１６８３，１６８３，１６８

為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定 △　　４，８９１△　　４，８９１△　　４，８９１△　　４，８９１ △　　４，９３５△　　４，９３５△　　４，９３５△　　４，９３５ ４４４４４４４４

自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式 △　５１，６２８△　５１，６２８△　５１，６２８△　５１，６２８ △　４６，３６０△　４６，３６０△　４６，３６０△　４６，３６０ △　　５，２６８△　　５，２６８△　　５，２６８△　　５，２６８

資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計                                １，００７，９４３１，００７，９４３１，００７，９４３１，００７，９４３ ９７８，７３６９７８，７３６９７８，７３６９７８，７３６ ２９，２０７２９，２０７２９，２０７２９，２０７

負 債 、 少 数 株 主 持 分負 債 、 少 数 株 主 持 分負 債 、 少 数 株 主 持 分負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計

１，６００，１２９１，６００，１２９１，６００，１２９１，６００，１２９ １，５１３，７３４１，５１３，７３４１，５１３，７３４１，５１３，７３４ 　８６，３９５　８６，３９５　８６，３９５　８６，３９５
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比 較 連 結 損 益 計 算 書比 較 連 結 損 益 計 算 書比 較 連 結 損 益 計 算 書比 較 連 結 損 益 計 算 書                                                
　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　目 当 連 結 会 計 年 度
（１６．４．１～１７．３．３１）

前 連 結 会 計 年 度
（１５．４．１～１６．３．３１）

増　　　減

売 上 高 １，４２４，９４２ １，３５４，１０１ ７０，８４１

売 上 原 価 １，１２１，３７３ １，０７３，１１８ ４８，２５５

売 上 総 利 益 ３０３，５６９ ２８０，９８３ 　２２，５８６

販売費及び一般管理費 １８３，０４１ １７８，５４５ ４，４９６

営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益 １２０，５２８１２０，５２８１２０，５２８１２０，５２８ １０２，４３８１０２，４３８１０２，４３８１０２，４３８ 　１８，０９０　１８，０９０　１８，０９０　１８，０９０

営 業 外 収 益 （　　　　１０，１２３ ） （　　　　　８，２０９ ） （　　　　１，９１４ ）

受取利息及び配当金 ２，３６８ ２，２８７ ８１

その他の営業外収益 ７，７５５ ５，９２２ １，８３３

営 業 外 費 用 （　　　　１０，１６６ ） （　　　　１３，３７１ ） （　△　　３，２０５ ）

支 払 利 息 １，２３１ １，１７１ ６０

持分法による投資損失 ２９７ １，９７６ △　　１，６７９

その他の営業外費用 ８，６３７ １０，２２４ △　　１，５８７

経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益 １２０，４８５１２０，４８５１２０，４８５１２０，４８５ ９７，２７６９７，２７６９７，２７６９７，２７６ 　２３，２０９　２３，２０９　２３，２０９　２３，２０９

特 別 利 益 （　　　　　４，３３７ ） （　　　　１３，５２６ ） （　△　　９，１８９ ）

固 定 資 産 売 却 益 １５１ ９９１ △　　　　８４０

投資有価証券売却益 ４６６ ４，７１９ △　　４，２５３

厚生年金基金代行部分返上益 － ６，１３２ △　　６，１３２

退職給付引当金取崩益 ３，７１９ － ３，７１９

合弁事業再編受取分担金 － １，６８４ △　　１，６８４

特 別 損 失 （　　　　１７，１３６ ） （　　　　１７，６６５ ） （　△　　　　５２９ ）

固定資産売除却損 ７，７５４ ８，５３１ △　　　　７７７

投資有価証券売却損 ２７５ ４８０ △　　　　２０５

投資有価証券評価損 ９２１ １，１０４ △　　　　１８３

関係会社整理損失 ９７６ － ９７６

関係会社株式評価損 １５５ ２８１ △　　　　１２６

ゴルフ会員権評価損 １２ １７ △　　　　　　５

ゴルフ会員権等貸倒引当金繰入額 ８７ ８６ １

退職給付引当金繰入額 ３，５０１ ３，８８６ △　　　　３８５

貸倒引当金繰入額 １，０１５ － １，０１５

事 業 整 理 損 失 － ３，０１０ △　　３，０１０

社 債 発 行 費 用 － ２５５ △　　　　２５５

従業員臨時退職金 １，９８４ １５ １，９６９

その他の特別損失 ４５２ － ４５２

税金等調整前当期純利益税金等調整前当期純利益税金等調整前当期純利益税金等調整前当期純利益 １０７，６８６１０７，６８６１０７，６８６１０７，６８６ ９３，１３７９３，１３７９３，１３７９３，１３７ 　１４，５４９　１４，５４９　１４，５４９　１４，５４９

法人税、住民税及び事業税 ４３，０７２ ３５，０８６ ７，９８６

法 人 税 等 調 整 額 ３，１９４ ３，２５７ △　　　　　６３

少 数 株 主 利 益 １，４８２ １，８２３ △　　　　３４１

当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益 ５９，９３６５９，９３６５９，９３６５９，９３６ ５２，９７１５２，９７１５２，９７１５２，９７１ 　６，９６５　６，９６５　６，９６５　６，９６５
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比較連結剰余金計算書比較連結剰余金計算書比較連結剰余金計算書比較連結剰余金計算書                                                

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　　目 当 連 結 会 計 年 度
（１６．４．１～１７．３．３１）

前 連 結 会 計 年 度
（１５．４．１～１６．３．３１）

増　　　減

【 資 本 剰 余 金 の 部 】【 資 本 剰 余 金 の 部 】【 資 本 剰 余 金 の 部 】【 資 本 剰 余 金 の 部 】

資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高 （　　　１４４，９０１（　　　１４４，９０１（　　　１４４，９０１（　　　１４４，９０１）））） （　　　１４４，８９８（　　　１４４，８９８（　　　１４４，８９８（　　　１４４，８９８）））） （　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３））））

資 本 剰 余 金 増 加 高資 本 剰 余 金 増 加 高資 本 剰 余 金 増 加 高資 本 剰 余 金 増 加 高 （　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３）））） （　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３（　　　　　　　　　３）））） （　　　　　　　　　０（　　　　　　　　　０（　　　　　　　　　０（　　　　　　　　　０））））

自己株式処分差益 　　　　　　３ 　　　　　　３ 　　　　　　０

資本剰余金期末残高資本剰余金期末残高資本剰余金期末残高資本剰余金期末残高 （　　　１４４，９０５（　　　１４４，９０５（　　　１４４，９０５（　　　１４４，９０５）））） （　　　１４４，９０１（　　　１４４，９０１（　　　１４４，９０１（　　　１４４，９０１）））） （　　　　　　　　　４（　　　　　　　　　４（　　　　　　　　　４（　　　　　　　　　４））））

【 利 益 剰【 利 益 剰【 利 益 剰【 利 益 剰 余 金 の 部 】余 金 の 部 】余 金 の 部 】余 金 の 部 】

利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高 （　　　７４３，３９３（　　　７４３，３９３（　　　７４３，３９３（　　　７４３，３９３）））） （　　　７０５，０９９（　　　７０５，０９９（　　　７０５，０９９（　　　７０５，０９９）））） （　　　　３８，２９４（　　　　３８，２９４（　　　　３８，２９４（　　　　３８，２９４））））

利 益 剰 余 金 増 加 高利 益 剰 余 金 増 加 高利 益 剰 余 金 増 加 高利 益 剰 余 金 増 加 高 （　　　　６０，２１７（　　　　６０，２１７（　　　　６０，２１７（　　　　６０，２１７）））） （　　　　５２，９７１（　　　　５２，９７１（　　　　５２，９７１（　　　　５２，９７１）））） （　　　　　７，２４６（　　　　　７，２４６（　　　　　７，２４６（　　　　　７，２４６））））

当 期 純 利 益 ５９，９３６ ５２，９７１ ６，９６５

連結の範囲変更による
剰 余 金 増 加 高

２８０ － ２８０

利 益 剰 余 金 減 少 高利 益 剰 余 金 減 少 高利 益 剰 余 金 減 少 高利 益 剰 余 金 減 少 高 （　　　　２８，９５７（　　　　２８，９５７（　　　　２８，９５７（　　　　２８，９５７）））） （　　　　１４，６７７（　　　　１４，６７７（　　　　１４，６７７（　　　　１４，６７７）））） （　　　　１４，２８０（　　　　１４，２８０（　　　　１４，２８０（　　　　１４，２８０））））

配 当 金 １５，９４１ １４，４６６ １，４７５

役 員 賞 与 ２３１ ２１１ ２０

自 己 株 式 消 却 額 １２，７８４ － １２，７８４

利益剰余金期末残高利益剰余金期末残高利益剰余金期末残高利益剰余金期末残高 （　　　７７４，６５２（　　　７７４，６５２（　　　７７４，６５２（　　　７７４，６５２）））） （　　　７４３，３９３（　　　７４３，３９３（　　　７４３，３９３（　　　７４３，３９３）））） （　　　　３１，２５９（　　　　３１，２５９（　　　　３１，２５９（　　　　３１，２５９））））
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比較連結キャッシュ比較連結キャッシュ比較連結キャッシュ比較連結キャッシュ・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項　　　　　　　　　目 当連結会計年度
（１６．４．１～１７．３．３１）

前連結会計年度
（１５．４．１～１６．３．３１）

増　　　減

　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 １０７，６８６ ９３，１３７ 　１４，５４９
減 価 償 却 費 ８０，４４０ ８５，１８２ △　　４，７４２
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 ５，６４７ ２，２７６ ３，３７１
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △　　　　８４２ １，７６１ △　　２，６０３
持 分 法 投 資 損 失 ２９７ １，９７６ △　　１，６７９
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 １，６６９ １，１３３ 　　　　　５３６
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △　　２，３６８ △　　２，２８７ △　　　　　８１
支 払 利 息 １，２３１ １，１７１ 　　　　　６０
投 資 有 価 証 券 売 却 益 △　　　　１９１ △　　４，２３９ ４，０４８
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ９２１ １，１０４ △　　　　１８３
関 係 会 社 株 式 評 価 損 　　　　　 １５５ 　　　　　 ２８１ △　　　　１２６
有 形 固 定 資 産 売 除 却 損 ７，６０２ ７，５４０ 　　　　　６２
売 上 債 権 の 増 加 額 △　１１，３４２ △　１７，５１９ ６，１７７
た な 卸 資 産 の 増 減 額 △　　６，６３４ ４，０８５ △　１０，７１９
仕 入 債 務 の 増 加 額 ２８，７５１ １２，２４８ 　１６，５０３
そ の 他 １，７４４ １２，８２０ △　１１，０７６

小　　　　　　　　計 ２１４，７６９ ２００，６６９ １４，１００
従業員臨時退職金の支払額 △　　１，９８４ △　　　　　１５ △　　１，９６９
法 人 税 等 の 支 払 額 △　３４，４４３ △　３９，１６７ ４，７２４
営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー １７８，３４１１７８，３４１１７８，３４１１７８，３４１ １６１，４８７１６１，４８７１６１，４８７１６１，４８７ １６，８５４１６，８５４１６，８５４１６，８５４

　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
短 期 投 資 の 純 増 減 額 △　２９，７５２ ６５ △　２９，８１７
有価証券の取得による支出 △　　　　　１１ △　　６，７０３ ６，６９２
有価証券の売却等による収入 ６，７０６ ５０ ６，６５６
有形固定資産の取得による支出 △　７３，７１４ △　６６，６８４ △　　７，０３０
有形固定資産の売却による収入 ９８０ ３，３０７ △　　２，３２７
投資有価証券の取得による支出 △　２２，４１４ △　１８，７４４ △　　３，６７０
投資有価証券の売却等による収入 ５，２８２ １１，５６３ △　　６，２８１
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ２，７５２ ２，４５３ 　　　　　２９９
そ の 他 △　１６，０５７ △　２０，０４７ ３，９９０
投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ・フロ・フロ・フロ・フローーーー △１２６，２２８△１２６，２２８△１２６，２２８△１２６，２２８ △　９４，７４０△　９４，７４０△　９４，７４０△　９４，７４０ △　３１，４８８△　３１，４８８△　３１，４８８△　３１，４８８

　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △　　１，７３６ △　　１，２７５ △　　　　４６１
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 １，０３３ ５，１００ △　　４，０６７
長期借入金の返済による支出 △　　４，１３０ △　　６，７３１ 　２，６０１
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 － ４９，７４５ △　４９，７４５
転換社債の償還による支出 － △　２９，６６３ 　２９，６６３
利 息 の 支 払 額 △　　１，２３２ △　　１，１５６ △　　　　　７６
配 当 金 の 支 払 額 △　１５，９３５ △　１４，４６３ △　　１，４７２
少数株主への配当金の支払額 △　　　　５１６ △　　　　３６０ △　　　　１５６
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △　１８，０８９ △　２４，５８８ ６，４９９
子会社の自己株式の取得による支出 △　　　　　　４ △　　１，５４７ １，５４３
そ の 他 　　　　　４２ 　　　　　６９４ △　　　　６５２
財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー △　４０，５６８△　４０，５６８△　４０，５６８△　４０，５６８ △　２４，２４４△　２４，２４４△　２４，２４４△　２４，２４４ △　１６，３２４△　１６，３２４△　１６，３２４△　１６，３２４
現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額 △　　　　　２１△　　　　　２１△　　　　　２１△　　　　　２１ △　　２，０３１△　　２，０３１△　　２，０３１△　　２，０３１ ２，０１０２，０１０２，０１０２，０１０
現金及び現金同等物の増加額現金及び現金同等物の増加額現金及び現金同等物の増加額現金及び現金同等物の増加額 １１，５２３１１，５２３１１，５２３１１，５２３ ４０，４７２４０，４７２４０，４７２４０，４７２ △　２８，９４９△　２８，９４９△　２８，９４９△　２８，９４９
現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高 ２７９，３６８２７９，３６８２７９，３６８２７９，３６８ ２３８，８９６２３８，８９６２３８，８９６２３８，８９６ 　４０，４７２　４０，４７２　４０，４７２　４０，４７２
連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額 ２，４６３２，４６３２，４６３２，４６３ －－－－ ２，４６３２，４６３２，４６３２，４６３
現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高 ２９３，３５５２９３，３５５２９３，３５５２９３，３５５ ２７９，３６８２７９，３６８２７９，３６８２７９，３６８ １３，９８７１３，９８７１３，９８７１３，９８７
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項
　　（１）連 結 子 会 社          　８１社
　　　　　・主要会社名　　　北海道コカ・コーラボトリング㈱、ザ・インクテック㈱
　　　　　　　　　　　　　　㈱ＤＮＰロジスティクス、大日本商事㈱

　　（２）持分法適用の関連会社　９社
　・主要会社名　　　教育出版㈱、ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱

　２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　（１）連 結 の 範 囲        
　　　　　・新　　　規　　　１４社　　㈱ＤＮＰ北海道、㈱ＤＮＰ東北、㈱ＤＮＰアカウンティングサービス、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱アセプティック・システム、Pixel Magic Imaging,Inc.、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　DNP Display Technology Taiwan Co.,Ltd.　他８社

　　　　　・除　　　外　　　　３社　　ディー・ティー・サーキットテクノロジー㈱　他２社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　（２）持分法適用の範囲
　　　　　・新　　　規　　　　１社　　パナソニックバッテリーエレクトロード㈱

　　　　　・除　　　外　　　　１社　　東芝ティー・ディー・エデュケーション㈱

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　　　　連結子会社のうち、北海道コカ・コーラボトリング㈱他２３社の期末決算日は１２月３１日

であるが、連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間
に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。

４．会計処理基準に関する事項
　　（１）重要な資産の評価基準及び評価方法
　　　　　・有 価 証 券      
　　　　　　　満期保有目的の債券          　　主として償却原価法
　　　　　　　そ の 他 有 価 証 券          　

　　　　　　　　　時価のあるもの　　 決算期末日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主として移動平均法により算定している。）

　　　　　　　　　時価のないもの　　 主として移動平均法による原価法

　　　　　・たな卸資産      　　　　　　　製品・仕掛品については、主として売価還元法による原価法

　　　　　・デリバティブ      　　　　　　　主として時価法
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　　（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　　　・有 形 固 定 資 産         　　　当社及び国内連結子会社は、主として定率法を採用している。

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）については、定額法を採用している。
なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産について
は、主として３年間で均等償却する方法を採用している。
また在外連結子会社は、主として定額法を採用している。

　　　　　・無 形 固 定 資 産         　　　 主として定額法を採用している。
なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

　　（３）重要な引当金の計上基準
　　　　　・貸 倒 引 当 金         　　　 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

　　　　　・賞 与 引 当 金         　　　 従業員に対して翌期支給する賞与のうち、当連結会計年度に負担
すべき支給見込額を計上している。

　　　　　・退 職給付 引 当金         　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
会計基準変更時差異については、保有株式による退職給付信託を
設定し、残額について５年による均等額を費用処理している。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定年数（主として６年）による定額法により費用処理している。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定年数（主として１１年）による定率
法により計算した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理している。
（追加情報）
当社は、厚生年金基金の代行部分について、平成１７年３月１日
に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、確定給付企業年金
法に基づく企業年金基金を設立した。
これに併せて退職給付制度の改定を行ったことに伴い、過去勤務
債務（債務の増額）が1,922百万円発生し、当連結会計年度より
費用処理している。
また、決算日が連結決算日と異なる一部の国内連結子会社は、平
成１６年６月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け
た。当該連結子会社は、大規模な経営改善計画の一環として、従
来の厚生年金基金を解散し、同年６月に確定給付企業年金法に基
づく企業年金基金を設立した。
この制度変更時の影響額は、税金等調整前当期純利益3,786百万
円（増加）、当期純利益2,245百万円（増加）である。
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　　（４）重要なリース取引の処理方法
主としてリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資からなる。

６．消費税等の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報

（外形標準課税）
　企業会計基準委員会　実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表
示についての実務上の取扱い」（平成16年 2月 13日）が公表されたことに伴い、当連結会計年度から同
実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割1,460百万円を販売費及び一般管理費として
処理している。

注 記 事 項注 記 事 項注 記 事 項注 記 事 項

（連結貸借対照表関係）

当連結 会計年度 前 連 結 会 計 年 度

１．有形固定資産の減価償却累計額 928,970 百万円 913,458 百万円

２．保　証　債　務 92 百万円 90 百万円

３．受取手形割引高 1,150 百万円 1,150 百万円

４．自 己 株 式 数       35,403,863 株 33,803,271 株

（連結損益計算書関係）

当連結 会計年度 前 連結会計年度

１．研 究 開 発 費 26,386 百万円 26,050 百万円

(販売費及び一般管理費、売上原価)
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５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報５．セ　グ　メ　ン　ト　情　報
（１）事業の種類別セグメント情報

　当連結会計年度（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
情報コミュニ
ケ ー シ ョ ン 生活・産業

エレクトロ
ニ ク ス

清 涼 飲 料 計
消 去 又
は 全 社

連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益
　 売　　上　　高

(１)外部顧客に対する売上高 633,498 448,832 269,626 72,986 1,424,942 － 1,424,942
(２)セグメント間の内部売上高
　　又は振替高 7,157 1,133 － － 8,290 △  8,290 －

　　　計 640,655 449,965 269,626 72,986 1,433,233 △  8,290 1,424,942

　 営　業　費　用 591,305 413,946 229,936 71,382 1,306,570 △  2,156 1,304,414

　 営　業　利　益 49,350 36,019 39,689 1,603 126,662 △  6,134 120,528

Ⅱ 資産、減価償却費及び
 　資本的支出

   資    産 499,407 420,394 313,808 43,897 1,277,508 322,621 1,600,129

   減 価 償 却 費 19,338 22,913 33,069 3,795 79,116 1,323 80,440

   資 本 的 支 出 18,121 21,118 39,007 2,895 81,143   4,914 86,057

　前連結会計年度（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
情報コミュニ
ケ ー シ ョ ン 生活・産業

エレクトロ
ニ ク ス

清 涼 飲 料 計
消 去 又
は 全 社

連　結

Ⅰ 売上高及び営業損益
　 売　　上　　高

(１)外部顧客に対する売上高 622,466 425,523 236,402 69,710 1,354,101 － 1,354,101
(２)セグメント間の内部売上高
　　又は振替高 7,350 543 24 － 7,917 △  7,917 －

　　　計 629,816 426,066 236,426 69,710 1,362,018 △  7,917 1,354,101

　 営　業　費　用 586,147 393,623 203,399 70,082 1,253,251 △  1,588 1,251,663

　 営　業　利　益 43,669 32,443 33,027 △  372 108,767 △  6,329 102,438

Ⅱ 資産、減価償却費及び
 　資本的支出

   資    産 489,455 395,580 291,353 46,782 1,223,170 290,564 1,513,734

   減 価 償 却 費 22,199 24,154 33,056 4,330 83,739 1,443 85,182

   資 本 的 支 出 13,726 19,777 31,578 4,176 69,257   577 69,834

（２）所在地別セグメント情報
　　当連結会計年度及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの
資産の金額の合計額に占める本邦の割合が、いずれも９０％を超えているため記載を省略している。
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（３）海外売上高

当 連 結 会 計 年 度              　（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

　　　 アジア 　　その他の地域 　　　 合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 158,373 百万円 74,664 百万円 233,038 百万円
Ⅱ 連 結 売 上 高 1,424,942 　〃

Ⅲ
連結売上高に占める
海 外 売 上 高 の 割 合

11.1 ％ 5.2 ％ 16.4 ％

　（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。
　　　　２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりである。

　　　　　　　　ア ジ ア      ：台湾、韓国、中国、インドネシア
　　　　　　　　その他の地域：アメリカ、フランス、ドイツ、イギリス、イタリア
　　　　　　３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

前 連 結 会 計 年 度              　（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

　　　　　　 　合　計

Ⅰ 海 外 売 上 高 201,368 百万円
Ⅱ 連 結 売 上 高 1,354,101 　〃

Ⅲ
連結売上高に占める
海 外 売 上 高 の 割 合

14.9 ％

　（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
　　　　２．連結売上高に占める割合が１０％以上のセグメントはない。

６．リ６．リ６．リ６．リ ーーーー スススス 取取取取 引引引引

　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。

７．関７．関７．関７．関 連連連連 当当当当 事事事事 者者者者 とととと のののの 取取取取 引引引引

　　該当事項はない。
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８．税８．税８．税８．税 効効効効 果果果果 会会会会 計計計計

　　当連結会計年度

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当連結会計年度

（平成 17 年３月 31 日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　 流動資産に属するもの

　　　　　　　繰延税金資産
　　賞与引当金 6,296  百万円
　　貸倒引当金 1,364
　　未払事業税 2,351
　　その他 3,147
繰延税金資産　合　計 13,158

　　　　　　　　　　　　　　　　 固定資産に属するもの

　　　　　　　繰延税金資産
　　退職給付引当金 22,469  百万円
　　投資有価証券評価損 16,808
　　連結子会社繰越欠損金 8,893
　　貸倒引当金 3,542
　　その他 4,629
繰延税金資産　小　計 56,341
　　評価性引当額 △  8,893
繰延税金資産　合　計 47,448

　　　　　　　繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金 △ 20,957
　　子会社の留保利益金 △  7,001
　　その他 △    981
繰延税金負債　合　計 △ 28,939
繰延税金資産の純額 18,509

　　　　　　　　　　　　　　　　 固定負債に属するもの

　　　　　　　繰延税金負債
　　その他 317  百万円
繰延税金負債　合　計 317

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100 分
の５以下であるため、その差異についての記載を省略している。
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　　前連結会計年度

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度

（平成 16 年３月 31 日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　流動資産に属するもの
　　棚卸資産評価損 644  百万円
　　賞与引当金損金算入限度超過額 5,407
　　貸倒引当金損金算入限度超過額 1,293
　　未払事業税 1,804
　　その他 3,114

　　合　　計 12,262

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　固定資産に属するもの
　　退職給付引当金損金算入限度超過額 23,998  百万円
　　投資有価証券評価損 21,195
　　連結子会社繰越欠損金 4,713
　　貸倒引当金損金算入限度超過額 3,581
　　その他有価証券評価差額金 △ 18,761
　　その他 △  4,632

　　小　　計 30,094
　　評価性引当金 △  4,713

　　合　　計 25,381

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　流動負債に属するもの
　　その他 6  百万円

　　合　　計 6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　固定負債に属するもの
　　その他 271  百万円

　　合　　計 271

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100 分
の５以下であるため、その差異についての記載を省略している。

３． 地方税法等の一部を改正する法律（平成 15 年法律第９号）が平成 15 年３月 31 日に公布され
たことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税
率は、前連結会計年度の 42.0％から 40.7％に変更された。その結果、繰延税金資産の金額（繰
延税金負債の金額を控除した金額）が 266 百万円、その他有価証券評価差額金が 89 百万円そ
れぞれ減少し、当連結会計年度に計上された法人税等調整額が 177 百万円増加している。
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９．９．９．９．有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係

　　当 連 結 会 計 年 度

１． その他有価証券で時価のあるもの
　　　（平成１７年３月３１日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種　類 取 得 原 価 連結貸借対照表
計 上 額 差　額

株　式 45,109 98,601 53,491

債　券 23,767 23,835 68

その他 10 12 2
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

小　計 68,887 122,449 53,562

株　式 12,268 10,242 △  2,025

債　券 4,000 3,979 △      20
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

小　計 16,268 14,222 △  2,045

合　　　計 85,155 136,672 51,516

２． 当連結会計年度中に売却したその他有価証券
　　　（自 平成１６年４月１日　至 平成１７年３月３１日）

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

1,242 百万円 465 百万円 275 百万円

３． 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
　　　（平成１７年３月３１日現在）

（１） 満期保有目的の債券

非上場外国債券 3,000 百万円

そ　　の　　他 11

（２）その他有価証券

非 上 場 株 式 25,926 百万円

そ　　の　　他 35

４． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
　　　（平成１７年３月３１日現在）

１年以内
１ 年 超
５年以内

５ 年 超
10 年以内 10 年超

債　券
国　債 6,790 百万円 16,976 百万円 － 百万円 － 百万円

社　債 11 5 30 －

非上場外国債券 － － 7,000 －

合　計 6,801 16,981 7,030 －
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　　前 連 結 会 計 年 度

１. その他有価証券で時価のあるもの
　　　（平成１６年３月３１日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種　類 取 得 原 価 連結貸借対照表
計 上 額 差　額

株　式 42,493 90,256 47,763

その他 20,903 20,934 31
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

小　計 63,396 111,190 47,794

株　式 12,220 10,629 △  1,591連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 小　計 12,220 10,629 △  1,591

合　　　計 75,616 121,819 46,203

２. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券
　　　（自 平成１５年４月１日　至 平成１６年３月３１日）

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

9,433 百万円 4,707 百万円 433 百万円

３. 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額
　　　（平成１６年３月３１日現在）

（１） 満期保有目的の債券

非上場外国債券 3,000 百万円

そ　　の　　他 23

（２）その他有価証券

非 上 場 株 式（店頭売買株式を除く） 26,361 百万円

そ　　の　　他 16

４. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
　　　（平成１６年３月３１日現在）

１年以内
１ 年 超
５年以内

５ 年 超
10 年以内 10 年超

債　券
国　債 6,699 百万円 14,170 百万円 － 百万円 － 百万円

社　債 6 16 － －

その他 1 － 3,000 －

合　計 6,706 14,186 3,000 －

10101010．デ．デ．デ．デ    リリリリ    ババババ テテテテ ィィィィ ブブブブ 取取取取 引引引引

　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。
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11111111．．．．退 職 給 付退 職 給 付退 職 給 付退 職 給 付

（１）退職給付債務に関する事項
（単位：百万円）

当 連 結 会 計 年 度
（１７ ．３ ．３１　現　在  ）

前 連 結 会 計 年 度
（１６ ．３ ．３１　現　在  ）

イ．退職給付債務 △　１３１，７９１ △　１３２，２５６
ロ．年金資産 ６２，１９７ ５４，５６５
ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △　　６９，５９４ △　　７７，６９１
ニ．会計基準変更時差異の未処理額 － 　３，５２２
ホ．未認識数理計算上の差異 ９，４５１ １４，５９６
ヘ．未認識過去勤務債務（債務の増額） １，６３７ －
ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △　　５８，５０６ △　　５９，５７３
チ．前払年金費用 ５５４ －
リ．退職給付引当金（ト－チ） △　　５９，０６０ △　　５９，５７３

当社は、厚生年金基金の代行部分について、平成１７年３月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、確定給
付企業年金法に基づく企業年金基金を設立した。
これに併せて退職給付制度の改定を行ったことに伴い、過去勤務債務（債務の増額）が1,922百万円発生し、当連結会

計年度より費用処理している。
また、決算日が連結決算日と異なる一部の国内連結子会社は、平成１６年６月１日に厚生労働大臣から過去分返上の認

可を受けた。当該連結子会社は、大規模な経営改善計画の一環として、従来の厚生年金基金を解散し、同年６月に確定給
付企業年金法に基づく企業年金基金を設立した。
この制度変更時の影響額は、税金等調整前当期純利益3,786百万円（増加）、当期純利益2,245百万円（増加）である。

（２）退職給付費用に関する事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当 連 結 会 計 年 度
（16.4.1～ 17.3.31）

前 連 結 会 計 年 度
（15.4.1～ 16.3.31）

イ．勤務費用 ６，５９０ ６，６５９
ロ．利息費用 ２，９２８ ３，１３４
ハ．期待運用収益 △　　　　　９２０ △　　　　　８０３
ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ３，５０１ ３，８８６
ホ．数理計算上の差異の費用処理額 ２，０７０ ７，０２６
ヘ．過去勤務債務の費用処理額 ３２２ △　　　　　１４１
ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） １４，４９１ １９，７６１
チ．退職給付引当金取崩益 △　　　３，７１９ －
リ．厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益 － △　　　６，１３２

計（ト＋チ＋リ） １０，７７２ １３，６２９

（３）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当 連 結 会 計 年 度
（16.4.1～ 17.3.31）

前 連 結 会 計 年 度
（15.4.1～ 16.3.31）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同　左

ロ．割引率 主として　２．５％ 同　左

ハ．期待運用収益率 主として　２．１％ 主として　２．０％
ニ．過去勤務債務の額の処理年数 主として　６年

（発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定
年数による定額法）

同　左

ホ．数理計算上の差異の処理年数 主として　１１年
（発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定
年数による定率法により
翌連結会計年度から費用
処理）

同　左

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 ５年 同　左
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